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1　序
　今日、会計は、社会的・経済的諸条件の変化にともない、伝統的会計が現実的適用性に困難を生
℃てきていることから、新らしい会計理論をうちたてようと、道を開きつつある。さらに、この道
は、諸関連技術および諸関連科学の発展をとりいれ、イソターディスプリナリイな会計理論を形成
することにより、歩をすすめているように思われる。
　私がここでとりあげる客観性もその道程の中の一つであり、客観性がどのようにとらえられよう
としているか論ずるものである。
　測定に関して諸々の論議がなされているなかにあって、各論者はその背後で常に客観性をどの程
度満足させるかを考えているように思われる。というのは、客観性は会計理論を形成するにあたっ
ての基本的要請であり、したがって、会計においては、十分な条件ではないが必要な条件であって、
測定論が定着する基礎であるからである。
　それ故、客観性の概念規定がどのような経過をたどっててなされてきたかを考察し、その概念規
定はどんな内容をもっているかを考察してみることは意義があると思われる。ここでとりあげるの
・は特に合意概念（cOnSenSUS　cOncept）である。
皿　客観性の形成過程
　伝統的会計における客観性は、さておいて、ここで論じていこうとするのは、現代的会計におけ
る客観性である。したがって、こういう意味での客観性が始まるとこから出発していこうと思う。
　　　　　　　　　　　　　　（1）　アーネット（H．E．　Arnett）は、厳格な客観性の概念から拡大して、もっと弾力的な客観性概念
の適用を提唱した。
　「どんな努力している領域においても、当該参加者は、その領域において、使用される言葉
くterm）の意味を理解しなけれぽならない。……したがって、混乱や誤解を避けるため、使用され
る言葉は、明確な一義的な方法で一方の人から他方の人へと観察対象を伝えなければならない。も
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し理念が明確に伝えられ、論理的な思考および行為がこれらの概念の関係から構築されるとするな
らぽ、各々の言葉はそれを使用したり、あるいは聞いたりから全ての人に一定の意味の滲透性ある
画一性がなければならない。この点では完全なものが必ずしも達成されるものではないが、このこ
とはけっして画一的な意味へできるかぎり近ずこうとする試みをしないことを言っているのではな
　（2）
い。」と述ぺ、客観性が会計のいかなる面で考慮の対象となるかを論ずる。
　第一に、客観性は、財務記録が記帳されるときと、そのデータの内部での流れ、即ちその時と金
額を決定するときに、考慮の対象となる。第二に、客観性とは、記録される事象に関して、「どこ
で」とか、「いつ」とか、「どのくらい」を決定する考慮対象の一つであるから、財務諸表に示さ
れる財務的結果に直接影響を及ぼす。したがって、客観性をオペレーショナルにとらえようとする
要請を理解する必要があるとする。最後に、客観性の意味が会計理論の構造の中でその適切な立場
が与えられるよう理解されなけれぽならない。
　　このような客観性が会計記帳をする時の一つの考慮対象である。客観性は、必要な条件ではある
が、常に財務データを記録することをよしとするにはそれ自体だけでは十分な条件とはいえない。
そのほかの条件も決定的役割をえんずる。しかしながら、そのような会計記帳の決定において基本
　　　　　　　　　　　　　（3）的なものの一つであるとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）　アーネットは以上の三つを考えの背景にして、従来の客観性は，r厳格な客観性」だとし、諸々の
証拠をあげながらこの客観性は会計においては適用不可能どとする。そして前にも論じたように、
全ての人に一定の意味の滲透性ある画一的な客観性の概念を形成するためには、もっと弾力的な概
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）念が必要であるとする。その結果求められたのが「有用性概念（usefulness　concept）」であった。
しかしながら、内容的にはうかがい知れるところはあるが、彼はこの概念を明確に定義し体系化す
．ることはしなかった。
　　このことに関して、マックファーラソド（W．B．　McFarland）は「この論文は全ての原則（prin－
ciple）が客観的証拠をよりどころとしているような、わずかな公理（axiom）および公準（postu－
late）から演繹される幾何学のように論理体系（logic　system）として広範なさまざま会計実務の
　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）分野を記述しようと試みるものである」としながらも、このことは「客観性の概念を何の現実的意
　　　　　　　　　　　　　　　（6）義も持たなくなる点まで拡大する」ものであると批判する。そして、結論において、こうした「合
理性」は、その質と程度があるかないかがまったく主観的に形成される意見に関することであるか
ら、客観的なテストとはなりえない。あらゆる人が自分自身の独特の合理性の概念をもつ傾向があ
り、したがって、会計人は、たとえ客観的であろうと願っても、「合理性」、　「等価値」、または
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）　「公正な」という言葉をみすてるであろうとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）　その後、rThe　Basic　Postulate　of　Accounting」は、アーネットの考え方をとり入れて、客
観性の概念を拡大している。ここでは公準Aおよび公準Bが「である」姿としてとらえられている
のにつづいて、公準Cは「であるべき」姿としてとらえられており、客観性についてみれぽ、消極
的ではあるが、会計データを従来よりも広くとらえていると七・える。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）　rA　Tentative　Set　of　Broad　Accounting　Principles」においては、新井清光教授も指摘され
ておられるように、「The　Basic　Postulates　of　Accountingで強調されている点、特に公準A
2（交換）、公準B2（市場価格）、公準C2（客観性）にみられる主張点に従って、ここでは、す
べての資産および負債、ならびにこれらの客観的測定可能な変動は、すべて認識されるべきである
という立場がとられ、他の実体との明白な取引から生ずる変動のみならず、物価水準の変動、取替
原価の変動その他の原因による変動も、これらが客観的に算定できるかぎり、すべて認識されるこ
　　　　　　　　　　　　　（10）とが勧告されているのである」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）　「Inventory　of　Generally　Accepted　Accounting　Principles　for　Business　Enterorises」｝t、
基礎概念論の段階では……貨幣価値の変動は認めているけれども、会計原則の具体的な叙述におい
　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）ては、……原価主義思考を採っている。したがって、伝統的会計から離れておらず、客観性におい
ても変化はみられない。
　（1）HaroId　E．Arnett，“What　Does　Objectivity　Mean　to　Accountants？，Jou　rnal　of　Accountancy
　　　May　1961，　PP．63－68。
　（2）　Harold　E．　Arnett，　oP．cit．，　P．64．
　（3）　Harold　E．　Arnett，　op．cit．，　p，64．
　（4）　アーネットは「厳格な客観性」についてAccountants　Handbookたから定義を借りてきて、客観性と
　　　は「非個人的なもの一即ち、どちらの側にも偏向しない事実をあたえること一を意味する」とし、
　　　それに関してベイトソ・リトルトンからその事例を引だして説明している。Harold　E．　Arnettの前掲
　　　論文pp．64－66参照。
　（5）アーネットは「厳格な客観性」についての反証をあげる。低下主義評価にしても、減価償却にしても、
　　　そのほか資産配分手続にしても「厳格な客観性」を保証するものではないことを証拠だてる。したがっ
　　　て、環境に対して合理的に近似値になる手続をとることを提唱する。このことが弾力的な客観性を採る
　　　こととなり、有用なデータを提供することになるのだという。前掲論文p．68参照。
　（6）W．B．McFarland，　Concept　of”Objectivtiy”Iournal　of　Accuntancy，　Septemb6r　1961，　pp．29－32
　（7）W．B．McFarland，　op’cit，　PP．29－32．
　（8）M．Moonitz，“Basic　Postulates　of　Accounting”1961，　AICPA，　ARS　No・1．
　（g）R，T，Sprouse　and　M．Moonitz，“A　Tentative　Set　of　Broad　Accunting　Principles　for　Business
　　　Enterprises，1962，　AICPA，　ARS　No．3．
　（10）新井清光著「会計公準論」中央経済社，p．238．
　（11）　Paul　Gradg，・・Inventory　of　Generally　Accepteg　Accounting　Principles　forBusiness　Enterpri－
　　　ses，”1965，AIcPA，ARS　No．7．
　（12）新井清光著「会計公準論」中央経済社，P．139．
　目を転じて、A・A・Aのステートメソトがどのように客観性をとらえてきたかをみてみよう。
　1957年のConcepts　and　Standardに関する委員会の報告は「1941年会計原則から1948年会計
基準への移行の特徴をさらにおしすすめ、……原価主義会計からの離脱という画期的転換の構想を
示すにいた。留ものであ。た．その麟によると「全ての資産の測定値の目ざすと・ろ暇も客
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）観的で現実的条件で有効なサービスポテソシルの額を示すことである」としたのである。そして、
その適用では、貨幣資産は流入現金割引価値で測定し、非貨幣資産の測定については従来の原価主
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）義の立場を部分的に緩和した程度にとどまったが、それなりに原価主義からの離脱への努力がみら
れた。しかしながら、それにかかわる客観性の概念については何もふれなかった。
　それをうけて、客観性の概念を明確にしたのが1963年のConaeprs　ang　Srandardsに関する委
員会であった。当委員会は重要な概念を6項目にわたって示し、その中の1項目として客観性の概
念を示している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）　当委員会は「客観性とは社会的合意（social　consensus）である」とした。そして、具体的に、
この概念規定は理想的なものであるとしながらも、「ある事象あるいはデータはそれをみる全ての
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）人々の間で解釈において不一致あるいは差異がないときに客観的である」と規定した。その後半で
は、さらに、客観性が達成される場合にどのような要因に依拠するのか7項目にわたって示してい
る。
　その後、1964年の補足的意見書第1号「Accouting　for　Land，　Buildinds　and　Equipment」お
よび第2号「ADircussion　of　Various　ApProach　to　Jnventory　Measnrement」において、
1957年において問題を残した固定資産および棚卸資産に関する具体的な認識・測定を再険討してい
る。
　固定資産については1957年の資産の定義にもとついて歴史的原価から現在原価（current　cost）
　　　　　　　　　（6）への移行を示している。即ち「十分な客観的証拠が利用できない時、または現金流入予想額が個別
資産について確認できない時には、サービスポテソシャルの実際の測定近似値は、同一のサービス
ポテソシャルあるいは同等のサービスポテソシャルを獲得する現在原価をもちいることによりとら
　　　　　　　　　　　（7）えることができるであろう」と。
　棚卸資産については、取替原価に最もその有用性を認めながらも、決定的かつ最上の測定方法の
存在を否定し、異なる重要性をもつ各種の評価方法の意義を認めており、その意味で、資産の多元
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）的評価・測定の立場をとることを明らかにしている。
　この二つの補足的意見書から客観性についてみるに、前者においては「証明力の限界は財務諸表
の利用者が財務諸表が公平に作成されていると確信をもって考えられるようでなければならな‘曾
としていることから、取替原価を主張していることに照らしてみて、言葉は異っていても、1963年
の委員会の「社会的合意」という考え方を引継いでいるものといえよう。さらに後者については、
何等論じられていないけれども、前者と同じく、多数意見の取替原価をとるにしても、後に論ずる
合意概念を引継いているものといえよう。
　1966年のASOBATは1964年のものとは異なり、革新的なものであった。この背景には、アメ
リカの経済的・社会的諸条件の変化、さらには、会計学をとりまく諸関連科学および諸関連技術の
発展があることがよく言われている。
　当ステートメソトは会計を「情報の利当者が判断や意思決学を行なうにあたって、事情に精通し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）た上でそれができるように、経済情報を識別し、測定し、伝達する過程である」と定義し、第1章
においては、会計の目的、範囲および方法を論じ、第2章においては、会計の基本的基準を明らか
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にし、第3章においては、外部利用者のための会計情報を、第4章においては、内部経営管理者の
ための会計情報を論じ、第5章においては、今後の会計理論の拡大していく方向を示している。
　第2章において示されている4つの基本的基準は経済情報を識別し、測定し、伝達するためのフ
ィルターの役割をはたすものである。そして、その1つが客観性であり、それが検証可能性（veri－
fiability）という言葉で示されている。
　検証可能性とは「適格者であれば、相互に独立して仕事をしても、おなじ証拠、資料または記録
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）の検討からは、本質的に類似した数値または結論がでてくるという情報の属性である」とする。こ
こでの「本質的に類似した数値または結論」とは、限られた範囲にその数値または結論が入ればよ
いのであって、それには、当該項目の認識、分類および評価に関するよく理解されている基準を継
続して適用することが基礎となっているのである。した溝って、その土台となる証拠、資料および
記録が有効なものであり、適切なものであれば、上記のように基準の継続的適用を通じて「本質的
に類似した数値または結論」が出てくるのである。
　この検証可能性は1963年の委員会が示した「客観性とは社会的合意である」とする考え方と変り
ないといえよう。というのは、1963年では理想的なものとして論じていたけれども、1966年は、統
計学的な理解もいれて、現実的な段階におろして、限られた範囲内に「数値または結論」が入れぽ
合意が成立するとみているといえるからである。
　さらに検証可能性は、外部利用者と内部利用者では、目的適合性および量的表現可能性との関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）で程度に差がある面も出てくるとも論じている。これは外部と内部の利用の本質的違いより出てき
ている。
　（1）　藤田友治著「アメリカ会計原則論」，P．125．
　（2）　A・A・A，“Report　of　The　Committee　on　Concepts　andStanKards－General，”Accountlng　Review・
　　　April　1964，p．430．
　（3）　藤田友治著「アメリカ会計原則論」P．132．
　（4）　A・A・A，“Report　of　The　Committee　on　Concepts　and　Standards－General，”Acco皿ting
　　　Revlew，　April　1964，　p．430．
　（5）　A・A・A，IbidりP．430。
　（6）藤田友治著OP，　cit．，　p．133．
　（7）　A・A・A，“Accounting　for　Land，　Building　and　Equipment・”Accounting　Review・fuly　1964・P・
　　　693．
　（8）　藤田友治著op．　cit．，　p．142．
　（g）　A・A・A，‘‘Accouting　for　Land，　Buildlng　aud　Equipment”　Accounting　Review，　July　1964，　p．
　　　693．
　（10）　A・A・A，‘‘ASta　tement　of　Basic　Accountig　Theory・”1966，　P・2・
　（11）A・A・A，“AStatement　of　Basic　Accoantig　Theory，”飯野利夫訳「基礎的会計理論」P．16・
　（12）飯野利夫訳Ibid．，　p．17，
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皿　客観性における合意概念
　ホソバーガー（R・H・Homburger）は会計における測定がどのようであるべきかについて論ずる。
測定においては、物理学であろうが、会計学であろうが、変るところがない。しかし、物理学と会
計学では本質的内容において差異があるから、その点に留意して測定がなされなけれぽならない。
即ち「物理学における測定は人間の判断、趣好あるいは意見にその信頼性が左右されない一般に認
　　　　　　　　（1）められた手段である」が、会計における測定は「社会的存在としての人間の判断および選好に依存
　　　　　　　　　　　　　　　（2　しており、またそれらに左右される」したがって、会計人にとっては、通貨の単位がある一定の条
件のもとでのみ、自然科学において使われる長さあるいは重さの測度のように、疑問あるいは議論
の余地のな・・ものとしての測度をあたえる普遍的な、＿般に認められた基準をあたえるので論弘）
　こういう理由からして、ホソバーガーは、時の経過が会計において使用される測定尺度そのもの、
即ち通貨そのものの価値、が増大したり、縮小したりする場合に測定すべき効果に及ぼす異なった
時点で測定される測定値雄合し鮒れぽならな、、とす留
　現代会計は、このような情況に加え、社会の複雑な発展と会計学をとりまく隣接科学および技術
の進歩という情況の中で、会計理論を考え、その中で会計の客観性を考えている。
　それでは、客観性をどのようにとらえているかというと、そこに合意概念がでてくる。
　ビアマソ（Harold　Bierman，　Jr）は客観性を定義する場合、ギルフォード（Gilford）の言葉を
借りてきてそのまま引用する。即ち「……客観的とは人間相互の同意（agreelnent）を意味する。
多くの人々が観察や結論に関して同意するところでは、……特定個人の偏向からのがれられる見込
　　　　　　　　（5　がより多くありうる」と。
　チェソバース（R・J・Chambers）は「情報処理者（information　processor）は客観的な現実と
行為者（actor）との間の仲介者であるけれども、発生した情報を具体化する計算書が客観的であ
るか、あるいは主観相互でテストしうる計算書であることが要求される。とくに、単一の計算書は
縣に対して同磯会力・あt・％られると、行為者自身も作成する。とができるようなものであ謂
と。
　ワーグナー（John　W．　Wagner）は客観性を社会心理学的側面からとらえる。「心理学的側面と
は会計人をめぐる世界を認識する彼の方法がそのほかの人のそれと同様基本的には彼の精神を心理
　　　　　　　　　　　　（7）的に形成することに依拠する」とし、　「社会学的側面は心理学的側面を形成する過程がたいてい社
会的に統制される・とをい鍔としている。
　イジリ’ジャティック（ljiri　and　Jaedick）は「客観性とは結果（アウトプット）における合意
の程度、ある・・は測定システ・が測定者に依拠している程度を示すものであ斜とする。
　さらに・1966年のA・A・AのASOBATは、検証可能性という言葉を使い、「検証可能性は、
適格者であれぽ、相互に独立して仕事をしていても、同じ証拠、資料または記録からは、本質的に
類似した数値または繍がてくると・・う情報の殿であ斜としている。
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　このように、合意概念はさまざまな文章により示される。イジリ・ジャティックはこの合意概念
を論ずるにあたって好都合の図式を示している。それは次のとおりである。
w互1
1測定者1
　　　　　　1
－i測定システム H測度i
　結局、上図の測度が、理想的には、観察者相互に一致し、現実的には、ある程度の範囲内に入れ
ば認められる、というのが合意概念であるといえる。そこで対象の測定、測定者および測定システ
ムについて相互に関連ずけながらこの合意概念を浮彫りにさせてみることにする。
　（1）R．H．Holnberger，“Measurment　in　Accounting，”Accounting　Review，　January　1961，p．96．
　（2）　R．H．Homberger，　Ibid．，　P．97．
　（3）　R．H．Homberger，　Ibig．，　p．97．
　（4）　R．H．Homberger，　Ibid，，　P．98．
　（5）Harold　Bierman，　Jr，“Measurment　and　Accouuting，”Accounting　Review，　July　1963，　P・502・
　（6）　RJ．Chambers，‘‘Accounting，　Evaluation　and　Economic　Behavior，”P・147・
　（7）Johcn　W．Wagner，“Defing　Objectivity　in　Accounting，”Acounting　Review，　July　1965，P・599・
　（8）Ijiri　and　Jaedick，“Reliabity　and　Objectivity　of　Accounting　Mesurement”Accountlng　Revlew，
　　July　1966，　P．476．
　（9）　飯野利夫訳「基礎的会計理論」P．16．
　対　象
　会計はさまざまな経済情報のうち量的表現の可能なものを対象とする。この経済情報の量的表現
を伝統的会計は歴史的原価でとらえ、現代会計は、取得時には当該時点の価値をあらわしているの
で取得原価でとらえ、それ以後は、ホソバーガーが言っているように、その時点、時点の価値をあ
らわす測度を測定するというとらえかたをする。取得時以後の価値の測定の仕方は論者によって異
なり、取替原価（replacement　cost）、正味実現可能価値（net　realizable　value）、物水準修正
（abjustment　of　price　Ievel）（一般物価にょる修正および個別物価による修正）、現在割引価値
（current　discounted　value）等がある。
　まず、歴史的原価についてみてみよう。歴史的原価は二つの側面で客観性が異なった程度でみら
れる。第一の面は取引事実にもとついた測度であるということである。換言すれば、企業の収支に
もとついた測度である。即ち厳格な意味での客観性をもった測度である。このような特徴をもった
客観性は取引事実を確かに示しているといえるが、変化する経済を客観的にとらえようとするもの
ではない。過去の事実しか示していないのである。こういうところに、現代会計がその時折の経済
価値でとらえようとする方向に向うすうせいを示していると言える。
　第二の面は、第一の基礎の上に原価を配分しているところにある。ペイトソ・リトルトソは客観
　　　　　　　　　（1）性を段階に別けている。
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　a）完全に客観的な場合
　b）得心できる程度に客観的な場合
　c）疑わしい程度に客観的な場合
　d）明らかに客観的でない場合
この側面では（b）の客観性がとられる。棚卸資産、固定資産、繰延勘定等の原価配分が第一の面
で特徴ずけられるほど客観的にはとらえられないのである。というのは、棚卸資産の原価配分法に
はFifo，　Lifo，および平均法を初め多くの配分法があり、固定資産においては、減価償却法とって
みても、定額法、定率法を初め多くの配分法があり、繰延勘定においては、その諸項目の有効期間
とか効力を明確にすることができず、（a）の段階では保証されず、人の判断が入り、「得心ので
きる程度に客観的」であればよいということになるからである。さらに、この配分方法は、第一の
面にもとづきながらも、経済価値変動にあった技術思考えと指向される姿をもっている。ここに現
代会計が批判の目をもっているのである。
　1941年以後のA・A・Aの原価主義離脱の傾向もこうした根拠から出てきたといえよう。1957年
のサービスポテγシャル概念（現在割引価値）はその一つである。現在割引価値とは将来の資産の
価値差引割引額をもって現在の価値とするものである。たとえば、ストー・一・一パス（J．1．Staubus）の
　　　　（2）MATACAP理論はそれであると言えるし、ビアマソ（H，　Bierman，　Ir）の真の測度（true　mea－
sure）の存在を認め、推定された測度を真の測度に近ずけようとする努力もそれであると言えよ
（3）
う。
　次に、取替原価とは現在当該資産を購入するとすれば、その金額はいくらかとして資産を測定す
る。たとえば、1966年のASOBAT　は歴史的原価と時価の多元的評価による財務諸表作成をかか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）げているが、その時価とはこの取替原価をいうのである。
　第三に、正味実現可能価値とは（1）予想販売価格差引完成処分までに要する費用とするか、（2）（1）か
らさらに測定時以後の営業活動による正常営業利益を差引くものとするか、（3）（1）から正常営業利益
　　　　　　　　　　　　（5）を差引くものとするかである。これは棚卸資産の測定によく使用される。
　第四に、物価水準で修正する測定の方法がある。これは、政府あるいは官公庁で公表する物価統
計にもとついて、当該期間に所有している資産の測度を修正しようとするものである。これには、
一般物価、個別物価、消費者物価、卸売物価等があり、経済学的にも、会計的にもそれぞれ特有の
内容をもっている。
　第五に、市場のどの側面で価値をとらえるかにより、購入価格とか、販売価格がある。特に、販
売価格ではチェソパースの再販売価格（resale　price）は特異である。
　これらの時価主義思考は、原価主義思考から離脱して、広く経済的に財貨および用役の価値を測
定する方法を会計にとりいれようとするものである。それ故に客観性も対象に入る前に論じた意味
での客観性にならざるを得なくなる。
　しかしながら、上記の経済事象の測定方法は、後に測定システムで論ずるが、会計理論の裏付が
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あり、確固たる地位を得て、それによって測定者が測定するところに客観性の合意概念がでてくる
ことに留意せねばならない。したがって、「類似した数値または結論」がでてくるのには、対象の
測定方法、法定者および測定システムが一つの糸になった時に初めて達成されるのである。
　（1）　中島省吾訳「会社会計基準序説」P・20・
　（2）　G．T．Staubus，‘‘Current　Cash　Equiualent　for　Assets：A　Dissent，”　Accounting　Review，196＆
　　April，　p．670．
　（3）H．Bierrnan，　Jr，“Measurement　ang　Accounting，”Accounting　Revlw，　P・504・
　（4）　飯野利夫訳「基礎的会計理駿」付録AおはびB参照。
　（5）藤田友治著「アメリカ会計原則論」pp．149－151．
　測定者
　測定者は経済対象を測定する手段＝測定システムが与えられて、初めて、上記の会計固有の測度
が得られる。そして、それは会計自体が社会が要求する測度を提供する学問であるだけに、常に確
固たる測定システムがあって、それに従って測定する人々、即ち測定者を要求する。ここに測定者
がいかにあるべきかの論議が出てくる。
　ワーグナー（John　W．　Wagner）は測定者の側からみた合意概念について論じている。それによ
ると、合意とは社会心理学的なそれであった。
　彼はこのような合意概念の一般的意味は会計人が理想的に知覚（percept）’しようとしたがるも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　’∵　　　　　　　　　　　（1）のと会計人の専門的判断の使用との間の関係を分析することにまってみいだされる」という。そし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）て、前者は「事象がく実際に〉あるものとして知覚し、報告することである」とし、後者が「この
　　　　　　　　　　（1）全過程に入りこんでくる」とする。したがって、「一方において、理想は判断をすることなくして
は達せられず、他方において、現実（the　rea1）および実際（actual）が、ほんとおに（truely）、
知覚され、報告されるとすれぽ、判断は、いかなる知覚上の欠陥にしろ、全体的にみれば、欠ける
方法で使用されるにちがいない。しかし、明らかに、我々はこのような完全性を達成することは期
　　　　（1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
待できない」という。このことからして、「専門的判断を下すのに相対的に知覚の欠陥がない」と
いうのが会計における客観性の一般的意味だという。
　この「相対的に知覚上の欠陥のなさ」は二つの基本的な欠陥、即ち能力（competence）の欠除、
と専門的判断における倫理の欠除、を吟味することにより示される。
　前者が判断の客観性に及ぼす仕方は容易にみいだせる。個人が自分の経験を越えたものを扱おう
とする時は、その人の意見あるいは結論はまったく誤りとなる傾向がある。このようなもとではけ
っして客観性は得られない。会計人のような個人が、特定のタイプの情報を扱うのに多くの年月を
費しているときには、何が生じつつあるのか、何故になのか、をより明確に知覚し始める。彼の経
験の範囲が広がるにつれて、彼の能力は、これらの情報に関するもっと現実的で信頼性ある報告を
提供する諸条件を増す。その結果、能力を増す諸々の方法が開発されるに従って、客観性がより得
られるようになる。また、会計に関する諸々の教育、A・A・A，　AICPAおよびそのほかの研究活動、
統一的な監査方法の利用、その他等々も会計人の能力を拡大させるものであり、それにより客観性
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もより得られるようになる。
　後者の専門的判断における能力の欠除は、会計人が倫理的に汚点のない方法で彼の能力を発揮す
るという保証の必要性を説くものである。これには、特に、公認会計士に要求される独立性があて
はまる。独立性とは、公認会計士が利害関係者のために、被監査会社の財務諸表監査を実施し、そ
の監査で財務諸表作成が適切になされているか否かについて意見を述べるときに、精神的にも、経
済的にも被監査会社から独立していることを要請する監査における公準ともいうべきものである。
この独立性により利害に左右されないより客観的情報を提供できるものとなる。
　さらに、ワーグナーの論議から離れて、注目すべきことは、中立性（neutrality）とか不偏性
（freedom　from　Bias）という言葉である。これは会計を会計情報の利用者に情報を提供するシス
テムととらえることからきている。したがって、システムの位地をどこでとらえるかによってでて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）くる。中立性が明確に出ているのがチェソバースである。彼はシステムを次のように図式化する。
目的
フィードバック（処理された情報）
　チェソパースは意思決定する行為者（actor）のための（ここでは情報の利用者のため）情報シ
ステム（ここではイジリ・ジャティックの図式ならば測定者と測定システムを含めて）を設計して
いる。チェンバースのいう行為者には企業内の情報利用者、株主、債権債務者、政府当局、その他
企業の内・外の利用者が含まれるため、情報処理システムの中立性が要求されるのである。したが
。て、利用者＿般にかかわる情報を捷供する。とが要求され溜
　不偏性という公準が使われているのがASOBATである。この公準はチェソバースのように明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）確ではなく、外部利用者に対しては強く、内部利用者に対してはゆるく、情報がかたよらないこと
　　　　（5）を要求する。
　中立性にしても、不偏性にしても、情報を偏向なく、または偏向をできる限り最小にしようとい’
うことにつながる。したがって、これらの公準は情報の利用者にかたよらない客観的情報を提供し
ようとするささえとなるものである。
　（1）John　W，Wagner，“Defining　Objctivity　in　Accounting，”Accounting　Review，　July　1965，　P．600．
　（2）　RJ，Chambers，‘‘Accounting，　Evaluation　and　Economic　Behavior，”P．　161．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－72一
（3）　RJ．Chamers，　Ibid．，　P．156．
（4）　飯野利夫訳「基礎的会計理論」pp．17－18．
（5）　吉田　寛著「会計情報の理論」客観性の章を参照
　測定システム
　測定システムでは、システムの機構そのものとそのシステムの中味を構成する理論が論議の対象
となる。
　測定システムの機構は、従来、会計システムとしては、簿記システムに従った人的な配列がなさ
れていた。今日では、コソピューターが導入され、情報システムの中での会計システムとしてとら
えられねばならず、その導入に応じた簿記システムが開発されてきている。したがって、測定シス
テムはコンピューターにいかに簿記システムをのせるかにかかっている。コソピューターに関する
言葉におきかえるならば、ソフトウェアーの開発が必要なのである。
　合意概念をささえるのはこの簿記システムの中味、即ち理論であるといえる。というのは、測定
者は経済事象を会計理論を構成する諸公準、諸原則およびそれらから出てくる諸基準というフィル
Pt・一一を通して測定することにより結果をもたらすのであり、したがって、合意概念は、その結果が
一致するか、あるいはある合理的な範囲に入るかに依拠するからである。
　対象において経済事象の測定方法がいくつかあげられたが、これらが首尾一貫した論理の中にく
みこまれておって、当該方法に従ってこそ合意概念が達成されるのであるe’
　チェソパースは衆知のように彼独特の会計理論を構築している。その特徴をおおざっぱにみてみt
るならば次のようになる。
　（1）実体は人間の行動原理にみられるように環境に対して恒常的に適応行動をとる。
　（2）環境からあたえられた緊張を緩和することを目的とし、それに適応するには実体の所有して
　　いる手段によって行なう。
　（3）（2）の手段に関する情報を実体のために提供する。その具備要件には目的適合性（relevance）、
　　客観性（objectivity）、照応性（correspondence）、画一性（uniformity）、中立性（neutra－
　　1ity）、および信頼性（r61iance）等がある。
　（4）（3）の情報は公分母である貨幣計算にて提供する。その貨幣計算は現在現金等価額（current
　　carh　equivalent）、即ち再販売価格（resale　price）で行なう。
　上記の概略からして、会計理論の骨組の中で、チェソバースは経済事象を再販売価格で測定する
ことを提唱しているのである。
　私はここに会計理論の一例としてチェソバースのモデルをあげたにすぎない。ここで特に留意し
なければならないことがある。理論は筋道の通った一つの論理の体系という意味では客観的である。
だがしかし、それは現実に適するものか否かがテストされなければならない。理論モデルというア
ドバルーソは上げられても、単なるアドバルーソでは砂上楼閣である。一つの理念として社会に適
応するものでなくてはならない。それでこそ理論が社会的役割をはたすのである。そういう理論を
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もった測定システムにより測定者が経済事象を測定してこそ結果の一致あるいはある合理的な範囲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）に入ることが意義をもつ。マッキオソ（lames　C，　Mckeown）のチェソパースモデルの実証的考
察はチェソパースの理論が理念となりうるか否かのテストであったはずである。
　（1）」．C．Mckeown，“Empirlcal　Test　of　Chambers’Mode1，”Accounting　Review，　January　1971，　pP．
　　12－29，
】V　結　び
　客観性の概念について第二節において、AICPAの一連の流れと、　A・A・Aの一連の流れを、伝
統的会計から離脱する頃から追ってみた。そして合意概念とはいかなるものかイジリ・ジャティツ
クの区分に従って論じてきた。
　対象においては、経済事象を測定する場合どのような測定方法でするのか論じた。現代において
は、すでに、原価主義にいきづまりがきているとみている論者が多く、より広い範囲から情報をあ
つめようとする傾向がある。したがって、取得原価という確定した証拠によって客観性を認めるの
ではなくて、もっと弾力的な客観性必要となってきている。
　測定者においては、測定者が測定システムに従って測定するための測定者自体の諸条件を論じた。
ワーグナーに従がえば、専門的判断を下す場合に相対的に知覚上の欠陥がないことであった。それ
は能力の欠除と倫理性の欠除をおぎなうことであった。そのほかに、中立性と不偏性が留意される
尽きであった。それは会計システムと測定者を含めたチェソバースのいう情報処理システムの立場
にかかわるものであった。
　測定システムにおいては、システムの機構そのものとそのシステムの中味を構成する理論につい
て論じた。特に、理論においては、チェソバースの理論をあげたが、これが社会的役割をはたすに
は、現実的に機能可能でなけれぽならないことを論じた。
　以上のような論議がなされてこそ客観性概念即ち合意概念が明確にされるといえよう。したがっ
て、合意概念は上記での論議内容がととのって初めて達成されるのである。
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